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⚫ トライ産業が発行している株式のうち、従来より当社が保有する120株(約10%相当
)を除く、残りの1075株を全株取得し、双日の100％連結子会社とする。
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⚫ 静岡に本社を有し、全従業員は119名、資本金67百万円、売上高約400億円の
企業。静岡県内に3つの工場を保有しており、国内におけるマグロ流通に占める同社
の市場占有率は約15%に達し、業界2位として圧倒的に優位なポジションを有してい
る。

⚫ トライ産業は仕入から加工、卸販売までの一貫管理体制に強みを持つ。

⚫ トライ産業は設立以来、双日と長年の協業関係を構築しており、サプライヤー及び流
通のパートナーとして、同社の成長と共に歩んできた。

⚫ 今般、トライ産業の株式を全株取得し、双日の水産バリューチェーンの中に組み込むこ
とで、同社の更なる成長と、双日の水産品ビジネスを拡大を狙っていく。
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⚫ 圧倒的な品質管理レベル

• トライ産業は社内において、全ての細菌管理から理化学検査等、十分な品質管理の
能力を有しており、これらを内製することによって、『安心・安全』をモットーとする、双日の
食品ビジネスにおいて、重要な役割を担うことが出来る。

⚫ 業界トップクラスの調達力

• 年間100隻超の一船買いが可能。

• 長年の経験を踏まえた海外畜養マグロの現地買い付けも実施。

⚫ 顧客ニーズに応える対応力

• 対米・対欧輸出可能なHACCP認定を取得した安全性のある加工プロセスを有する。

⚫ 製販一貫による販売力

• マグロのプロ集団として、製販一貫だからこそ出来る提案力を用いて、
営業拠点を通じ、様々なお客様と取引を行う。

⚫ 鮮度を維持した超低温物流

• マグロの流通においては、超低温から低温までの温度管理が重要。

• トライ産業も日本全国に超低温物流が可能な物流サプライチェーンを有している。
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⚫ 昨年公表の通り、双日は売上高約900億円であるマリンフーズを買収。

⚫ マリンフーズは日本全国にわたる直の営業網を用いた圧倒的な販売力が強みであり、寿司ネタ
において日本一のと取引規模を有するものの、マグロの取扱いに関しては、今後の強化課題とな
っていた。

⚫ トライ産業を100%子会社化することを通じて、同社の強みを活かし、高品質且つ価格競争力
のあるマグロを、マリンフーズが日本全国に有するネットワークを通じて販売し、収益拡大を狙って
いく。

⚫ また、双日グループには中国大連に大連翔祥という、トライ産業と同様、一船買いを含めたマグ
ロの調達、加工機能を有する会社がある。
大連翔祥の活用も含めて、トライ産業の調達力をより一層高め、圧倒的な競争力を有するマリ
ンフーズの販路を通じてのビジネス拡大を狙っていく。

⚫ また、水産加工品のニーズが伸長する中、消費者のテーブルに載るまでの加工過程において圧
倒的な強みを有するマリンフーズの加工能力・商品開発力と、トライおよび大連翔祥の調達力
を加えることで、更なるビジネス拡大を図っていく。

⚫ 中長期的にはますます海外で伸びゆく水産加工品の需要に対して、双日グループ、マリンフーズ
、トライ、3社の強みを生かしたビジネスの展開を図っていく。
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⚫ 日本国内において、人口減少や魚離れ、米国を中心とする海外からの牛肉輸入関
税引き下げに伴う牛肉の相対的な価格競争力の優位性等により、国内における水
産加工品の需要は右肩下がりの状況だが、一方で日本人の1人当たりの水産品の
需要はまだまだ世界でも有数のレベル。

⚫ トライ産業の有する調達力とマリンフーズの販売ネットワーク、開発力、提案力とを掛け
合わせ、単に海外から調達し、仲卸に卸すといった1次流通でのビジネスではなく、末
端まで競争力のある商品をお届けすることで、日本国内でのシェア拡大を図る。

⚫ 海外においては、健康志向、SDGs志向、アニマルウェルフェアといったさまざまな観点か
ら、経済成長が著しいアジアや健康志向の強い欧米各国を中心に水産加工品のニ
ーズは着実に増えている。

⚫ 着実に伸びる水産品のビジネスにおいて、マリンフーズの高い競争力、商品開発力、そ
れに加えて、マグロという目玉商材になり得る商品の調達力を掛け合わせて、中長期
的には伸びゆく海外市場、特に欧米やアジアにおいて、双日が有するネットワークを活
用し、その競争力ある商品を販売していく。
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⚫ 双日の中核グループ会社である双日食料（SOFCO）今回出資したトライ産業、
昨年出資したマリンフーズを着実に連携させ、点から線、線から面といった世界戦略を
展開する。

⚫ 今回のトライ産業への出資を通じて、上流から末端までの調達、加工、販売、
また、そのために必要な超低温物流までのサプライチェーンを構築し、それらを連携させ
ることで、水産加工品市場における確たるポジションを確保し収益を拡大を図る。
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